































































































るのは統一地方選挙直前にあたる 2011 年 1 月の時点で提起された「公明党の
























（9）　平成 28 年末時点の市区町村議会議員（政令指定都市を含む）は全体で 307,334 人である。こ
こでは無所属が 21,465 人（70.8％）と大半を占めるのではあるが，これを除くと，所属党派別で
は公明党が 2,708 人（8.9％）と最大の割合を占めている。出所：総務省「地方公共団体の議会の
議員及び長の所属党派別人員調等（平成 28 年 12 月 31 日現在）」（http : //www.soumu.go.jp/
senkyo/senkyo_s/data/syozoku/h27_00001.html　最終アクセス：2018.7.11）
（10）　公明党がこのような政策決定を行った理由については重要な研究課題である。
（11）　全国市議会議長会 Web サイト「市議会の活動に関する実態調査結果」（http : //www.si-
gichokai.jp/research/jittai/index.html　最終アクセス：2018.8.10）





























（12）　全国町村議会議長会 Web サイト「町村議会実態調査結果の概要」（http : //www.nactva.
gr.jp/html/research/index.html 最終アクセス：2018.8.10）






（14）　2017 年 7 月 1 日現在での町村別議員定数・議員報酬は全国町村議会議長会 Web サイト「町
村議会実態調査結果の概要」（脚注 12）にて公開されている。
（15）　「自治体議会改革フォーラム」（http : //gikai-kaikaku.net/index.html 最終アクセス：2018. 
11.23）は市民や議員，研究者，自治体行政職員・議会事務局職員らで構成する「市民と議員の
条例づくり交流会議」（http : //jourei.jp/ 最終アクセス：2018.11.23）から派生した活動である。
同交流会議の活動経緯については「市民自治体（citizen municipality）」の観点から Tsubogo
（2014）が分析を行っている。
（16）　2014 年 1 月実施の調査から 2017 年調査までが法政大学ボアソナード記念現代法研究所自治














　分析にあたっては 2008 年から 2015 年までの各年中の活動を対象とし，その
全年次の調査に回答した市町村議会であって，かつ，活動調査対象期間前後に




















た岡山県岡山市（2009 年 4 月 1 日移行），神奈川県相模原市（2010 年 4 月 1 日移行），熊本県熊
表 1：自治体議会改革フォーラム「全国自治体議会の運営に関する実態調査」概要
番号 調査対象期間 調査実施時期 対象市町村数 回答数 回収率
1 2008 年 1 月1日～12 月31日 2009 年 1 月 1764 1424 80.7％
2 2009 年 1 月1日～12 月31日 2010 年 1 月 1743 1439 82.6％
3 2010 年 1 月1日～12 月31日 2011 年 1 月 1708 1603 93.9％
4 2011 年 1 月1日～12 月31日 2012 年 1 月 1700 1407 82.8％
5 2012 年 1 月1日～12 月31日 2013 年 1 月 1699 1476 86.9％
6 2013 年 1 月1日～12 月31日 2014 年 1 月 1699 1493 87.9％
7 2014 年 1 月1日～12 月31日 2015 年 1 月 1698 1467 86.4％
8 2015 年 1 月1日～12 月31日 2016 年 1 月 1698 1463 86.2％
9 2016 年 1 月1日～12 月31日 2017 年 1 月 1698 1396 82.2％
　出所：廣瀬ほか編著『議会改革白書』各年度及び全国調査 2017 年版より筆者作成
















　以下，第 2 章では既往研究の検討から本研究の位置づけを整理する。第 3 章
では議会改革と自治体議会の政策出力を巡る言説の検討を踏まえ，「全国調査」
データから自治体議会の現状を概観し，そこから，研究上のパズルを抽出する。
続く，第 4 章で分析モデルの設定を行い，第 5 章にてパス解析からの分析結果





































































































































































































うことは J.S. ミルの議会政治論（ミル 1997）にもみられる一つの議会像である。























3％ であったものが 2015 年には 4 割を超え，同じく②「市民との対話の場」
を実施する議会は半数を超えるまでになっている。また，③首長議案に対する


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































会による事務・施策・計画評価の取り組みは 2015 年段階では約 8％ と該当率











































（34）　2000 年から 2010 年の間での国勢人口増減率は，総務省『平成 19 年度市町村別決算状況調』
に掲載されている「国勢調査人口（平 17.10.1）」についての「対平 12 増減率」，そして，2005 年
と 2010 年の国勢調査人口は総務省統計局『統計で見る市区町村のすがた 2007』及び『統計で見
る市区町村のすがた 2012』を出典として得られた実数値上の 2010 年国勢調査人口についての
「対平 17 増減率」を用いて計算した（「2000 年－2010 年国勢人口増減率」＝「（1＋対平 12 増減




インターネット上では 2005 年国勢調査人口から Excel ファイル形式で公開となっているため，
2000 年国勢調査人口データを得ることが出来なかった。そこで，代替として同じく Excel ファ
イル形式で公開されている総務省『平成 19 年度市町村別決算状況調』にある「対平 12 増減率」
を用いている。
（35）　2000 年から 2010 年の国勢調査人口変動率と 2005 年から 2010 年における課税対象所得の変
化率との間には高い相関が認められた（r＝.791, p＜.01）。人口変動率は当該市町村の経済的繁
栄度の代理変数とすることが可能と言える。














での都市化度合いを全人口に対する DID 人口比（2015 年国勢調査値）で見た






































NPO センターが呼びかけるデータベースに自ら登録した NPO 法人を見るこ
とで市町村レベルでのアクティブな市民セクターを代替的に測定するものとす
る。具体的には政令市・特別区を除いた市町村における人口千人当たりでみる
日本 NPO センター「NPO 法人データベース NPO ヒロバ
（37）
」に登録する NPO
法人数（2017 年 4 月 17 日現在）を観測変数とする
（38）
。
（37）　日本 NPO センター「NPO 法人データベース NPO ヒロバ」（www.npo-hiroba.or.jp）（最
終アクセス：2017.4.17）。「NPO ヒロバ」は自治体ごとに NPO 法人が情報登録されている。そ
こで，市町村合併による自治体名の変更を調整した上で，2017 年 4 月 17 日現在の市町村当たり
の登録団体数を 2015 年国勢調査値でみる人口総数で除したものを観測変数とした。
（38）　NPO 法人の地域的分布を規定する最大の要因が人口分布であること，そして，経済中枢性
も規定要因となっていることを 2004 年時点での全 NPO 法人を対象にした西出・埴淵（2005）












































































































































































（45）　設問「20xx 年 1 月 1 日～12 月 31 日の間に，議会が委員会等の特別な場を設置して行政の
事務・施策・計画の評価・点検を行いましたか？行政が行った評価・点検結果を質疑等の資料と











の対話の場」の実施は 8 年間で 16 回が平均値であった
（46）
。年 2 回実施が平均的
姿となる。一方，議員提案条例の可決は 8 年間で 0.4 件が平均値であることか


















年次 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015























































































































































































































































































































































































































































































































































したものが図 2 である。掲載されているパスは 5％ 水準で全て有意である。図
1 での予想とは異なり，政策出力変数から政策パフォーマンス（実質公債費比
率の改善）への直接的な効果は成立しなかった。また，社会経済変数とした日






































































件数が持つ係数は全体（図 2）の約 2 倍となっていた。
　第 3 に「議員間討議」（経験年数）が持つ財政規律改善への直接効果は係数

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































「プロセスによる支持調達」─Public Governance 論（Bovaird & Loeffler 




































































































































案に対する議員間討議を行う議会も，およそ 4 分の 1 にまで拡充している。一
方，以前から議会の改革言説の中で繰り返し唱道されてきた議会による政策条
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